
 

京都大学における評価活動について 

 

１． 大学の基本理念・目標 

 

京都大学は、創立以来築いてきた自由の学風を継承し、発展させつつ、

多元的な課題の解決に挑戦し、地球社会の調和ある共存に貢献するため、

自由と調和を基礎に、ここに基本理念を定める。 

 

研究 

１）京都大学は、研究の自由と自主を基礎に、高い倫理性を備えた研究活

動により、世界的に卓越した知の創造を行う。 

２）京都大学は、総合大学として、基礎研究と応用研究、文科系と理科系

の研究の多様な発展と統合をはかる。 

  

教育 

３）京都大学は、多様かつ調和のとれた教育体系のもと、対話を根幹とし

て自学自習を促し、卓越した知の継承と創造的精神の涵養につとめる。 

４）京都大学は、教養が豊かで人間性が高く責任を重んじ、地球社会の調

和ある共存に寄与する、優れた研究者と高度の専門能力をもつ人材を

育成する。 

 

社会との関係 

５）京都大学は、開かれた大学として、日本および地域の社会との連携を

強めるとともに、自由と調和に基づく知を社会に伝える。 

６）京都大学は、世界に開かれた大学として、国際交流を深め、地球社会

の調和ある共存に貢献する。 

 

運営 

７）京都大学は、学問の自由な発展に資するため、教育研究組織の自治を

尊重するとともに、全学的な調和をめざす。 

８）京都大学は、環境に配慮し、人権を尊重した運営を行うとともに、社

会的な説明責任に応える。 

 

２．大学組織 

２－１）運営機構図（資料１：5/9 ページ） 
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２－２）教育研究組織図（資料２：6/9 ページ） 

 

２－３）教員数（平成１８年５月１日現在） 

 教授 ···············  ９９２名 

 助教授 ·············  ７７９名 

 講師 ···············  １５７名 

 助手 ···············  ９５０名 

 合計 ··············· ２,８７８名 

 

２－４）学生数（平成１８年５月１日現在） 

学部学生 ··········· １３,１１３名（留学生内数１４５名） 

修士（博士前期） ····  ４,７４６名（留学生内数２６８名） 

博士（博士後期） ····  ３,９０１名（留学生内数５４３名） 

専門職学位課程 ····    ６１６名（留学生内数 １４名） 

医療技術短期大学部 ··     ２６名 

合計 ··············· ２２,４０２名（留学生内数９７０名） 

 

３．評価の概要 

 

３－１）評価活動の理念・目的 

 

京都大学では、評価活動の理念として制定されたものはないが、大

学評価委員会規程（第２条）にあるように、「本学の教育研究水準の向

上を図り、かつ、本学の目的及び社会的使命を達成するため」教育研

究活動等の状況に関する点検・評価を実施している。 

また、中期目標の V.（自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提

供に関する目標）にあるように、 

 

・教育研究及び業務運営の持続的改善活動に向けて、自己点検・評価

の実施体制を整備する。 

・教育研究活動及び業務運営に関する自己点検・評価及び外部評価の

結果を社会に公表し、自己改善の取組に活用する。 

 

ことを評価の充実に関する目標としている。 
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３－２）評価（各委員会）の沿革 （資料３：7/9 ページ） 

 

平成１３年２月、「本学の教育研究水準の向上を図り、かつ、本学の目

的及び社会的使命を達成するため、本学における教育研究活動等の状況

に関する点検・評価について必要な事項を行う」ことを目的として、各

部局長を中心とする委員で構成する大学評価委員会を設置し、その目的

に沿った業務を遂行するために自己点検・評価等専門委員会と第三者評

価専門委員会を併置していた。 

平成１６年度の国立大学法人化に伴う新たな大学評価スキームに対応

するために、従来は大学評価委員会の下に並列配置されていた自己点

検・評価等専門委員会と第三者評価専門委員会の連携を強化することと

し、学内評価組織の整備について検討した結果、同年 12 月に、下記を基

本とする新体制を構築した。 

  

① 「大学評価委員会」をこれまでどおり部局長を中心とした構成とし、

委員会としての合意形成機能を果たす機能を持たせる。 

② 専門委員会を置かず、各部局における点検・評価委員会の委員長も

しくは副委員長を中心とした構成の「点検・評価実行委員会」を大

学評価委員会の下に置き、基本方針に基づいた実施機能を果たし、

各部局とのパイプ役となって連携を強化する。 

③ 中長期的観点から、評価の方針や方法、評価情報の活用や評価関係

組織の見直し等を検討する「大学評価小委員会」を常置して大学評

価委員会の企画機能を果たし、教育研究組織の設置・改廃、その他

将来構想に係る事項について検討する企画委員会との連携を図る。 

④「大学評価支援室」を設置し、大学評価に関する情報収集、大学評価

委員会の活動に対する支援、部局等における教育研究活動の状況に

関する点検・評価活動に対する支援を行う。 

 

３－３）評価組織・体制 （資料４：9/9 ページ） 

 

大学評価支援室を平成１６年１２月に新設し、部局での評価活動の

支援や上位委員会と部局との連携等、評価に関する窓口機能を果たし

ていることが大きな特徴となっており、より良い評価システム構築に

向けて機能的に活動している。 
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３－４) 実施している評価活動 

 

京都大学においては、自由の学風を継承・発展させつつ多元的な問

題の解決に挑戦し、地球社会の調和ある共存に貢献することを目的と

する、研究、教育、社会との連携及び運営に関する基本的な目標を定

めており、また、その目標を達成すべく大学全体の中期目標及び中期

計画を立案している。 

その教育・研究の実施責任を担う研究科・学部・附置研究所等の部

局が、大学の基本的な目標に基づき、それぞれの理念、使命及び特性

に照らして取り組むべき事項を選定し、それぞれ固有の観点から取り

組みを展開している。その中には、失敗のリスクを恐れることなくチ

ャレンジングな目標も立案していることが大きな特徴であり、その取

り組みを大学としてマネージメントしている。 

この部局ごとの評価を実施することで、部局にあった評価を実施で

きている。 

 

３－５）その他の特徴 

 

基本姿勢として、評価により伸びる可能性の芽をつぶさないため、

基礎研究等の成果を長期的視点で捉える目標を入れるようにしている。

このことは、京都大学がトップレベル・世界レベルの研究競争力を維

持していくためには不可欠である。 

例えば、本学の中期目標においても次のように明示している。 

 

（目指すべき研究の方向性） 

・独創性と倫理性を備えた研究活動を推進し、新しい学問体系の構築

と人類文化の発展に努めるとともに、国際的に卓越し、開かれた研

究拠点の形成を目指す。 

・研究科、附置研究所、研究センター等の理念・使命や特性に基づき、

基礎研究を推進することにより、学術文化の創造と発展に貢献する。 

 

（成果の社会への還元に関する基本方針） 

・基礎研究を重視し、学理の追及ならびに独創的な応用研究の推進を

通じて文化の発展に貢献する。 
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教育研究推進本部
附属図書館 経営企画本部

高等教育研究開発推進機構
環境安全保健機構

機構 国際イノベーション機構
（6） 国際交流推進機構

情報環境機構
図書館機構

文学研究科
教育学研究科
法学研究科
経済学研究科
理学研究科
医学研究科

大学院 薬学研究科
(15) 工学研究科

農学研究科
人間・環境学研究科
エネルギー科学研究科
アジア・アフリカ地域研究研究科
情報学研究科
生命科学研究科
地球環境学堂・学舎

総合人間学部
文学部
教育学部

学 部 法学部京都大学
(10) 経済学部

理学部
医学部 附属病院
薬学部
工学部
農学部

化学研究所
人文科学研究所
再生医科学研究所
エネルギー理工学研究所
生存圏研究所

附置研究所 防災研究所
(13) 基礎物理学研究所

ウイルス研究所
経済研究所
数理解析研究所
原子炉実験所
霊長類研究所
東南アジア研究所

学術情報メディアセンター
放射線生物研究センター
生態学研究センター
放射性同位元素総合センター
環境保全センター
国際交流センター
高等教育研究開発推進センター

教育研究組織等 総合博物館
(17) 国際融合創造センター

低温物質科学研究センター
フィールド科学教育研究センター
福井謙一記念研究センター
保健管理センター
カウンセリングセンター
大学文書館
埋蔵文化財研究センター
アフリカ地域研究資料センター

医療技術短期大学部

資料２　　京都大学機構図（平成 年 月現在）18       3
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京都大学大学評価委員会規程 

 

平成 13 年 2 月 27 日 

達示第 25 号制定 

第 1 条 京都大学(以下「本学」という。)に京都大学大学評価委員会(以下「委員会」という。)を置

く。 

第 2 条 委員会は、本学の教育研究水準の向上を図り、かつ、本学の目的及び社会的使命を達成する

ため、本学における教育研究活動等の状況に関する点検・評価(以下「点検・評価」という。)につ

いて、次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 69 条の 3第 1項に定める点検及び評価に関し必要なこ

と。 

(2) 学校教育法第 69 条の 3第 2項及び第 3項に定める認証評価に関し必要なこと。 

(3) 国立大学法人法(平成 15 年法律第 112 号)第 9 条第 1項に定める国立大学法人評価委員会が行

う業務の実績に関する評価に関し必要なこと。 

(4) その他全学的な点検・評価に関し必要なこと。 

2 委員会は、前項により実施した結果を総長に報告するとともに、報告書を定期的に公表するものと

する。 

：(平 16 達 139 改) 

第 3 条 委員会は、次の各号に掲げる委員で組織する。 

(1) 理事 

(2) 副学長(前号に掲げる者を除く。) 

(3) 研究科長 

(4) 研究所長 

(5) センター(国立大学法人京都大学の組織に関する規程(平成 16 年達示第 1号)第 3 章第 7節、第

8節、第 10 節及び第 11 節に定める施設等をいう。第 7条第 3項において同じ。)の長 

(6) 医学部附属病院長 

(7) 附属図書館長 

(8) その他総長が必要と認める者 若干名 

2 前項第 8号の委員は、総長が委嘱する。 

：(平 13 達 21・平 14 達 18 改・平 15 達 21 削・改・平 16 達 113 削・改・平 16 達 139 改・加) 

：(平 18 達 39・一部改正) 

第 4 条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

2 委員長は前条第 1項第 1号の委員のうちから評価担当の理事(以下「担当理事」という。)をもって

充て、副委員長は前条第 1項第 2号から第 8号までの委員のうちから委員長が指名する。 

3 委員長は、委員会を招集し、議長となる。 

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。 

：(平 13 達 21・平 16 達 113・平 16 達 139 改) 

第 5 条 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ開会することができない。 

2 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長が決する。 

資料３ 
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3 前 2 項に規定するもののほか、委員会の議事の運営に関し必要な事項は、委員会が定める。 

第 6 条 委員会に、大学評価小委員会(以下「小委員会」という。)を置く。 

2 小委員会は、全学的な点検・評価に係る企画・立案に関し必要な業務を行う。 

3 小委員会は、第 3条第 1項の委員のうちから委員会の委員長が指名する者及び本学の教職員のうち

から担当理事が委嘱する者で組織する。 

4 小委員会に委員長を置き、前項の委員のうちから委員長が指名する。 

5 前各項に規定するもののほか、小委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、小委員会が定める。 

：(平 16 達 113・平 16 達 119 改・平 16 達 139 改・削) 

第 7 条 委員会に、点検・評価実行委員会(以下「実行委員会」という。)を置く。 

2 実行委員会は、全学的な点検・評価に係る実施に関し必要な業務を行う。 

3 実行委員会は、次の各号に掲げる委員で組織する。 

(1) 第 3 条第 1項の委員のうちから委員会の委員長が指名する者 

(2) 研究科、研究所、センター、医学部附属病院及び附属図書館(次条において「部局」という。)

の長並びに高等教育研究開発推進機構長の推薦に基づき担当理事が委嘱する者 

(3) 本学の教職員のうちから担当理事が委嘱する者 

4 実行委員会に委員長及び副委員長を置き、前項の委員のうちから委員会の委員長が指名する。 

5 前各項に規定するもののほか、実行委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、実行委員会が定め

る。 

：(平 16 達 139 本条加) 

：(平 18 達 39・一部改正) 

第 8 条 部局に、当該部局における教育研究活動等の状況について点検・評価を行うことを目的とす

る委員会(以下「部局委員会」という。)を置く。 

2 部局委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、当該部局が定める。 

：(平 14 達 18 改・平 16 達 113 削・改・平 16 達 139 旧 7 条下・改) 

第 9 条 委員会、小委員会及び実行委員会の庶務は、企画調査・評価部企画課において処理する。 

：(平 16 達 113 改・平 16 達 139 旧 10 条上・改) 

：(平 18 達 39・一部改正) 

第 10 条 この規程に定めるもののほか、本学の点検・評価に関し必要な事項は、委員会が定める。 

：(平 16 達 139 旧 11 条上) 

附 則 

1 この規程は、平成 13 年 2 月 27 日から施行する。 

2 京都大学自己点検・評価実施規程(平成 5年達示第 10 号)は、廃止する。 

〔中間の改正規程の附則は、省略した。〕 

附 則(平成 16 年達示第 113 号) 

この規程は、平成 16 年 5 月 11 日から施行し、平成 16 年 4 月 1 日から適用する。 

〔中間の改正規程の附則は、省略した。〕 

附 則(平成 18 年達示第 39 号) 

この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 
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資料４　　大学評価委員会関係組織図

大学評価委員会

点検・評価実行委員会

　　

各部局等

（役員会へ）

各部局等との連携

京都大学総長

教育研究評議会 経営協議会

大学評価小委員会

役　員　会

部局長会議

必要に応じて、　年
度計画の作成につ
いて連携

理　事（企画・評価担当）

顧　問

情報保護等の助
言担当の教員

大学評価委員会
の教員

情報企画担当及び
システム担当の　
教員

大学評価委員会の活動を支援

各部局の点検・評価活動
に対する支援

室　長

室　員

副室長

大学評価支援室

関係教員
事務本部関係職員

企画委員会

評価情報の要請・
提供等

・評価情報の収集　　　　　　
・評価情報の提供　　　　
（観点や指標、評価手法等
のメタ情報を含む）

相談窓口 （各部局の関係者等よりの相談）
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